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1.は じ め に

データベース ･システムは,ほとんど全ての情報システムの基盤となってい

る｡このことは,会計においても例外ではなく,データを収集し,編成し,保

存するデータベース ･システムは,会計情報システムの中核的な要素としてシ

ステム全体に大きな影響を及ぼしているi)0

ところで,本来,会計情報システムは,複式簿記および原価計算 (本稿にお

いて以降は複式簿記とのみ表記する)の仕組みによってデータを処理し,必要

な情報を提供してきたii)｡このような複式簿記の仕組みは,基本的に手作業に

よる記録と計算を前提にして,長い年月をかけて構築されてきたものである｡

これに対して,データベース ･システムは,コンピュータ上でデータの処理を

行う｡本質的に,複式簿記における記録と計算の考え方と,コンピュータにお

けるデータ処理の考え方の間には大きな隔たりがある111)0

それでは,このようなデータベース ･システムは,どのようにして複式簿記

の仕組みを前提としている会計情報システムを実現 していったのであろうか｡

その過程ではどのような問題が生じたのであろうか｡このことを明らかにする

ことは,会計情報システムと会計データの本質を理解するうえで非常に重要な

i)たとえば,会計情報システムにおけるデータベース ･システムの重要性と意義に

ついては,Bagranoff,etal.2004,pp.2761277.及びp.280.で述べられている｡
ii)岡本2000,1頁｡

iii)EverestandWeber1977,pp.341-342.
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知見となるであろう｡

そこで本稿では,データベース ･システムが会計領域に導入されていった最

初期の時代に焦点をあて,そこで具体的なデータベース ･システムに対応して

行われた会計情報システム研究が,どのようなものであったのかについて検討

を行う｡

2.データベース ･システムの展開

データベース ･システムの展開をみるにあたって注意しなければならないこ

とは,データベース ･システムが生成し展開していったプロセスの特殊性であ

る｡データベースの概念とデータベース ･システムの基盤技術とは,生成した

時期も場所もまったく異なり,相当な期間,それぞれが交わることなく展開し

ていたというiv)｡また,現在でいうデータベース ･システムの原型ともいえ

るDBMS (DataBaseManagementSystems)が成立した後も,生成展開を

異にする2種類のDBMSが並存する状況が続いたV)｡

データベース ･システムの存在は,会計はもちろんのこと,さまざまな分野

に影響を与えてきた｡しかし,この影響を適切に理解するためには,当該 ｢デー

タベース ･システム｣の内容が一体どのようなものであったのかについて明確

にしておく必要があるであろう｡そこで,本節では,まず,データベース ･シ

ステムがどのように生成し展開していったのかを明らかにする｡

2-1 データベース概念の生成

データベースの概念は1960年前後に生成した｡もともとのデータベース概念

は,冷戦時代の陸軍の指揮統制システムに関与する技術者の間で生成したもの

であり,途方もなく複雑で高価なオンライン,リアルタイム,インタラクティ

iv)Haigh2006,p.33.
Ⅴ)1970年代におけるDBMSの状況については関係型DBMSの一人者であるDate

の著書の序文に詳しい｡
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ブに稼働するコンピュータ ･アプリケーション技術を指していたというvi)｡

このように軍需産業で生成したデータベース概念は,開発にあたった企業が

民生用の新たな市場を作 り出すために積極的に売 り込んだことにより,1960年

代半ばには経営管理領域に幅広 く伝わっていた｡売 り込まれたシステム自体は

商業的に失敗したが,概念は一人歩きし,経営管理領域におけるデータベース

概念は,主に,｢経営情報システム (ManagementInformationSystems;M二s)｣

を構築するために必要となる全社的にデータを共有するシステムが技術的に実

現可能であることを示すために,MISの支持者達に用いられたvii)｡しかし,

このような概念として展開したデータベースには,その当時において,実現す

るための具体的な技術の裏付けはなく,遠い将来に実現する可能性のあるシス

テムの一般的な特性を記述したものであったにすぎなかったことに注意しなけ

ればならない｡

2-2 データベース ･システムの基盤となった技術

他方,データベース ･システムの基盤となった技術は,｢ファイル ･マネジ

メント･システム (filemanagementsystems)｣として知られるより質素なプ

ログラムから発展 したものであった｡データベース ･システムの前身ともいえ

るファイル ･マネジメント･システムは,企業の定型的なデータ処理を単純化

し,プログラムの作成,変更,保守を容易にするための支援システムであっ

たvlli)0

現代のデータベース ･システムの原型ともいうべきDBMSは,1960年代にお

けるデータベース概念とファイル ･マネジメント･システムが組み合わさるこ

とによって成立した｡しかし,ファイル ･マネジメント･システムは,あくま

でプログラマがプログラムを作成,変更,保守を行うにあたって利用するもの

であり,システムの非専門家である経営管理者が直接アクセスできるようなも

vi)Haigh2006,p.33.
vii)Haigh2006,p.36.
viH)Haigh2006,pp.36-37
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のではなかったことに注意しなければならない｡実際,ファイル ･マネジメン

ト･システムの延長ともいうべき初期のDBMSを,MISが想定するような経営

管理者が直接情報を引き出すという用途に用いることは失敗したというix)｡

213 CODASYL型 DBMSによるデータベ-ス概念と技術の統合

このように,概念としてのデータベースと,具体的な技術としてのファイル ･

マネジメント･システムは異なる展開を遂げていた｡しかし,1960年代後半,

CODASYL (CommitteeOnDataSystemsLanguages)x)の DBTG (Data

BaseTaskGroup)Ⅹi)の活動において,DBMS概念が生成されることで,両者

は統合に向かうことになる｡

DBTGの目的は,データベース概念とファイル ･マネジメント･システム

を統合させた新たな製品を打ち出すことであった｡ここで,DBTGの主要な

メンバーは,既存のシステムを製造 ･販売している企業であったことから,新

製品は,既存のシステムの発展の延長線上で検討 されることになった｡

DBTGは,既存のシステムの強みと弱みを入念に調査 し,有用な特徴を標準

化することによって,1969年 と1971年の 2度にわたって報告書を公表 し,

DBMS概念を確立 したⅩii)｡この報告書で確立された DBMSを本稿では,

CODASYL型 DBMSと呼ぶ｡

こうして公表されたCODASYL報告書が提供したものは2つに大別できる｡

1つは,CODASYL型 DBMSについての広範な概念的アウトラインであり,

もう1つは,CODASYL型 DBMSにおける2つの具体的な部分要素について

の詳細な仕様であった｡2つの具体的な部分とは,データベース構造を定義す

ix)Haigh2006,p.33.
x)CODASYLとは,コンピュータ上でのデータ処理の標準化を目指して産官学が

共同で設立した団体である｡この団体の有名な成果としては,プログラミング言

語 COBOLの設計と保守が挙げられる｡(Haigh2006,p.39.)
Xi)DBTGには,コンピュータ企業,大学,コンサルタント企業,コンピュータを

重度に活用する大企業がメンバーとして参加した｡(Haigh2006,pp.39-41.)
Ⅹii)Haigh2006,pp.39-40.
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るためのデータ定義言語と,データにアクセスし操作するデータ操作言語であ

るⅩiil)｡

2-4 関係型 DBMSの登場

こうして,1970年代には仕様が標準化されたCODASYL型DBMSが登場する

ことになる｡しかし,この時代におけるDBMSはCODASYL型だけではない｡

CODASYL報告書とほぼ同時期の1970年,数学者であるCoddが関係モデ

ルによるデータベース上でのデータの構造 と操作についての論文を発表 し

たⅩiv)｡以降,この関係モデルに基づ くDBMSについても積極的に研究が行

われ,CODASYL型 DBMSと並んでこの時代のさまざまな議論の場に登場す

ることになるのである｡関係モデルに基づ くDBMSを,本稿では関係型

DBMSと呼ぶXv)0

関係型 DBMSを検討するにあたって注意すべきことは,1970年代において,

この DBMSは本格的な商用化には至っていなかったということであるⅩvl)｡

この当時,関係型 DBMSは,主に,実験室と机上での議論における存在であっ

た｡この点が,既存のシステムの発展の延長線上で規定され,実際の企業にお

ける具体的な実装が議論されていたCODASYL型 DBMSとは対照的である｡

とはいえ,コンピュータの処理能力の向上をはじめとした情報システム技術の

Xlli)Haigh2006,p.40.
xiv)Codd1970.

xv)CODASYL型DBMSが,既存のシステムの延長線上で仕様を標準化したもので

あるのに対し,関係型DBMSは既存のシステムとは一線を画す,まったく新し
いものであった｡関係型DBMSは,データの概念上での構造と操作のみを示す

概念スキーマ,物理的なストレージを扱う内部スキーマ,利用者ごとのデータ構
造を示す外部スキーマで表現される3層スキーマ ･アーキテクチャを採用してい

る｡また,非常にシンプルな標準的なデータ操作言語によって,ハードウェアや
ソフトウェアに依存しないデータの定義と操作が可能であるという特徴をもつ ｡

なお,関係型DBMSは現代でいうリレーショナル ･データベース ･システムと
同義である｡

Xvi)商用ベースではじめて成功した関係型DBMSは,1980年のOracleであったとい

う｡(Haigh2006,p.44.)
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進展によって,近い将来,関係型 DBMSが商用化されることは確実視されて

いたⅩvii)｡また,関係型 DBMSは,当時主流であったCODASYL型 DBMS

とは,将来商用化に至ったときに競合することは自明であった｡

このようなことから,関係型 DBMS技術に基づく研究は,常にCODASYL

型 DBMSに対する具体的な優位性を強調しようとする誘因が存在していたの

である｡

3.CODASYL型 DBMSに基づく会計情報システム研究

3-1 LibermanandWhinstonの研究

(1)概 要

1975年,LibermanandWhinsotonは,CODASYL型 DBMSの仕様を反映

させた ｢事象会計情報 システムの構築 (AStructuringofanEvents-

AccountingInformationSystems)｣という論文を公表した｡

彼らは,この論文の冒頭で以下のように述べ,企業内の情報システムが,セ

クションごと部門ごとに構築されていることによる弊害を指摘した｡

｢伝統的に,情報システムは,企業の各部門ないしセクションごとに自身の

データ･ファイルを生成し保持するように設計されている｡この手法の欠点は

明白である :複数の部門でデータが重複し,部門から正確に共通のデータを収

集することが困難になり,経営管理層の人間が個別の部門から特定のデータを

迅速に引き出すのを困難にしている｡｣(LibermanandWhinston,1975.)

LibermanandWhinsotonは,このような問題に対して,中央集権化された

共通データベースにあらゆるデータを集めることによって,データの重複の排

除やアクセスの迅速化が達成できると主張した｡そして,このような ｢Sorter

(1969)の事象会計アプローチに基づいた `̀総合的"情報システム｣(Liberman

andWhinston,1975)を,事象会計情報システム (Event-Accountingln-

‡vii)Data1975.
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formationSystem)と名付けて提案したのであるxviii)｡

(2)LibermanandWhinstonの事象会計情報システム

LibermanandWhinstonは,このような会計情報システムを説明するにあ

たってCODASYL型 DBMSの仕様に準じた議論を行った｡彼らは,事象会計

システムは,(丑集合データベース (MassDataBase),②利用者が定義する構

追 (User-DefinedStructures),(卦利用者が定義する関数 (User-Defined

Functions)の3つの構成要素から成るとしたxIX)｡

ここで,集合データベースとは,一般化されたフォーマットで記録された事

象データである｡この事象データには,財務的な取引データとそれ以外の非財

務的なデータとが含まれるというⅩⅩ)｡利用者が定義する構造,および利用者

が定義する関数は,それぞれCODASYL型 DBMSにおけるデータ定義言語,

データ操作言語に対応する｡LibermanandWhinstonは,このように,

CODASYL型 DBMSの仕様において実装が保証されているフレームワークに

準じて会計情報システム (の基盤となるデータベース ･システム)を構築する

ことによって,財務データ及び非財務データを任意に加工して提供できること

を示したのである｡

LibermanandWhinstonは,このような観点のもとで,予め定義されてい

るデータベース ･システムのデータ構造を,任意に,各利用者のニーズに対応

するデータ構造に作 り替える仕組みを,階層型の論理モデルで説明した｡しか

し,ここで注意すべきことは,彼らの研究において,利用者の観点から再構築

‡Ⅵ11)ただし,彼らは, ｢事象会計はSorterが提案したものであるが,事象および事象
に対応するデータについての定義には,一般的な合意を得たものはない｣
(LiebermanandWhinston,1975)として,事象会計が具体的にどのようなもの

であるのかは示さなかった｡彼らの焦点は,Sorterが行った伝統的会計 (価値
アプローチ)において情報が集約されて提供されることに対する批判を,彼らの
提案する事象会計情報システムに反映させることにあったと考えられる｡この議
論については別の機会に行う｡

Ⅹix)LiebermanandWhinston1975,p.249.
xx)LiebermanandWhinston1975,p.249.
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されるデータ構造は,階層モデルで構築されているが,データベースに記録さ

れるデータ構造については,後述するネットワーク ･モデルを含めて,さまざ

まな選択肢があるとしていることであるⅩXi)0

(3) 会計情報システム研究としての意義

このように,LibermanandWhinstonにおける会計情報システムの実装を

めぐる議論は,CODASYL型 DBMSの仕様に準じて行われた｡彼らは,この

ような議論を行うにあたってCODASYLの技術的な仕様を直接みせるのでは

なく,彼ら独自の定義を与えた概念や用語を用いて議論を進めた｡

具体的には,｢システム｣と ｢構造｣という概念に独自の定義を与え,事象

会計システムを説明しようとした｡ここで,｢システム｣とは,①ハードウェア,

②ソフトウェア,(彰ハー ドウェアとソフトウェアの設計を規定する概念,(む利

用者,という4つの要素の相互関係である｡｢構造｣とは,システムで用いら

れるデータを表現し記録する物理的 ･概念的な手法であるというⅩⅩii)｡

彼らの研究では,情報システムにおける技術的な問題 (ハードウェア,ソフ

トウェア)と,それらハー ドウェアとソフトウェアの設計を規定する概念,そ

して利用者のニーズは明示的に区別されていた｡その上で,ハードウェアとソ

フトウェアの内容については詳細に立ち入ることなくデータを扱うことができ

るものとして,会計情報システム研究の焦点を,データベースに記録されるデー

タ構造と,各利用者が必要とするデータ構造の論理モデル上での関係に移行し

たのである｡

3-2 HasemanandWhinstonの研究

(1)はじめに

HasemanandWhinstonは,1976年の論文 ｢多次元会計システムの設計

ⅩXi)LiebermanandWhinston1975,p.249.
‡‡ii)LiebermanandWhinston1975,pp.246-247
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(DesignofaMultidimensionalAccountingSystem)｣ にお い て,

CODASYL型データベース ･システム技術に則った階層モデル,翌1977年に

出版した 『データ管理入門 (Lntroductio72tODataManagement)』のなかでネッ

トワーク ･モデルを提示している｡以降でこれらについて検討を行う0

(2) 1976年論文の概要

1976年の論文において,HasemanandWhinstonは,以下のように述べ,

企業の会計情報システムが財務データのみを扱い,他の業務システムと連携し

ていないことを指摘 した｡

｢伝統的な会計システムは財務報告を志向している｡そのため,財務データ

のみが保存される｡

賃金労働者についての,与えられた日数で何個の部品を作ったのか,平均仕

損率はいくらか,部品にどれだけの価値を付加 したのかといった情報は,通常,

会計データと一緒には保持されない｡｣(HasemanandWhinston,1976)

彼らは,会計情報システムに対する具体的な情報要求では,財務データと非

財務データを統合することが求められるとし,そのような情報要求に応えられ

るような会計情報システムについての議論を行った｡そして,従来の会計情報

システムのデータ構造と,他の業務システムのデータ構造とを統合した会計情

報システムを構築することを論 じ,このような会計情報システムを多次元会計

システムと呼んだⅩⅩiii)0

(3)HasemanandWhinstonの多次元会計システム

HasemanandWhinstonが,このような多次元会計システムの実装を論 じ

るにあたって採用したのは,｢LSDモデル"LogicalStructuringofData"Mod-

el)｣と呼ばれる階層モデルである｡このモデルは,構造化されていないデー

タベースを階層型データベースに変換するアルゴリズムが用意されているとい

‡‡iii)HasemanandWhinston1976,p65.
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う特徴があったⅩⅩ1V)｡この論理モデルを用いて,彼らは,企業内で分断され

て構築されている非階層型データベースを,階層型データベースへと変換し,

共通データベースとして統合するためのプロセスを説明したのである｡

こうして構築された共通データベースは,CODASYL型 DBMSの仕様に準

じた階層型データベース ･システムとなる｡先の節で論 じたLibermanand

Whinston(1975)の成果より,このようなデータベース ･システムをもつ会

計情報システムは,利用者の情報要求に応じて,任意にデータを加工して提供

する機能を持つことが保証されているのである｡

(4) ネットワーク ･モデルによる会計情報システム

その後,1977年,HasenmanandWhinstonは,ネットワーク ･モデルと呼

ばれる論理モデルによって会計情報システムの基礎となるデータモデルを提示

した｡しかし,このネットワーク ･モデルが提示された媒体は研究論文ではな

く,CODASYL型DBMSについての解説書であった｡ここでは,CODASYL

型 DBMSの実用例の 1つとして,ネットワーク ･モデルによる会計データモ

デルが提示されたのである｡

このモデルについては,DBMSの解説書という性格上,会計の理論的観点

からの議論は行われておらず,このモデルに基づいて実装された会計情報シス

テムがどのような意義をもつのかは示されていない｡しかし,CODASYL型

DBMSにおける会計情報システムがどのようなものになるかについては,同

じくCODASYL型 DBMSを前提としたLibermanandWhinston(1975),

HasemanandWhinsotn(1976)における議論を踏襲するものとして扱うのが

適切であろう｡伝統的な会計における財務データと,他の業務領域における非

財務データが統合されたデータベース ･システムをもち,利用者の情報要求に

応じて,それらのデータを任意に加工して提供することを志向しているものと

考えられる｡

xxiv)HasemanandWhinston1976.
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(5) 会計情報システム研究としての意義

HasemanandWhinstonの議論も会計情報システム研究としての意義では,

LibermanandWhinstonと同じものと考えて良いだろう｡情報システムのハー

ドウェアとソフトウェアの技術的な詳細については,CODASYL報告書にお

ける仕様によって実装が保証されているものとして分離し,仕様で準備された

プログラミング言語のインタフェースに基づいた論理モデル上で,データ構造

とその操作を検討することで,実際に構築される会計情報システム (および他

の情報システム)が,どのようにしてデータを加工して情報を提供することが

できるのかを示したのである｡

3-3 CODASYL型 DBMS技術の会計情報システム研究における意義

LibermanandWhinston(1975),HasemanandWhinston(1976),Hase一

manandWhinston(1977)が提示したモデルは,それぞれに異なる形式をも

つものであった｡しかし,これらの研究を,単純にモデルの形式によって区分

することは適切ではないだろう｡

彼らの議論の焦点は,一貫して,CODASYL型 DBMSの仕様のもとで,会

計情報システムの実装における問題と解決策を示すことにあった｡それぞれの

議論は独立したものであったが,CODASYL型 DBMSによる会計情報システ

ムの実装において,企業で必要となると考えられるデータ構造と操作とを論理

モデル上で取扱ったという点では一致している｡

このようにしてみると,CODASYL型 DBMS技術の会計研究における意義

は,ハー ドウェアやソフトウェアの技術的詳細に立ち入ることなく,実装が保

証されているインタフェースに則った論理モデルを扱うことによって,会計情

報システムおよび他の情報システムにおけるデータ構造とその操作についての

議論を可能にした点であろう｡これによって,情報システム技術についての複

雑な専門知識を持ち合わせていない会計の専門家が,会計情報システムおよび

他の情報システムにおけるデータのあり方について検討することが可能になっ

たのである｡
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4.関係型 DBMSに基づく会計情報システム研究

4-l EverestandWeberの会計情報システム実装研究

(1)概 要

EverestandWeberは,以下のように述べ,会計情報システムを構築する

にあたって,情報システム技術がもたらす問題を取 り上げて議論を行った｡

｢本論では,会計と情報システムの間のインタフェースのいくつかの側面を

検討し,インタフェース調査についての主要な問題のいくつかを識別する｡｣

(EverestandWeber,1977)

同時に,彼らは,Eaves(1966),Mathews(1967),Colantonietal.(1971),

LibermanandWhinston(1975),HasemanandWhinston(1976)を会計理

論と情報システムとの統合を試みている研究と位置づけたXXv)｡そのうえで,

これらの研究に基づく会計情報システムにおいて発生すると想定される問題を

取 り上げて,議論したのである｡EverestandWeberの議論は,大別すると

以下の3つとなる｡

① 会計理論と既存の情報システム技術の統合において生じる問題の検討

② CODASYL型 DBMSの長所と問題点についての検討

③ 関係型 DBMSによる会計情報システムの例示

(2) 会計理論と既存の情報システム技術の統合において生じる問題

EverestandWeberは,会計における複式簿記機構と分類スキームを,｢会

計担当者は多くの `̀人工物 (artifacts)"を扱う｡勘定国は,現実の実体 (real

entities)よりも有用な用語法,分類スキームないし表記法の慣行である｣

(EverestandWeber,1977)として利用者にとって有用なものと位置づけた｡

しかし,このような会計の人工物は,既存のDBMS技術におけるデータ処

理効率を重視する考えと相反するため,DBMSの機能を犠牲にして会計上の

Hv)EverestandWeber1977,p.340.
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分類スキームを実現 しなければならないことが問題になるとしたのであ

るⅩⅩvi)｡

(3)CODASYL型データベース ･システムにおける問題点

EverestandWeberは,上記のようなデータ処理効率と会計の分類スキー

ムの間にギャップが生じる問題は,CODASYL型DBMSでは緩和する可能性

があると論じた｡しかし,この場合,CODASYL型DBMS技術に起因する別

の問題が生じることという｡データ従属 (dathdependencies)の問題と,デー

タ操作言語の難解性の問題である｡

CODASYL型DBMSでは,データ構造とそれを実現するハー ドウェアとソ

フトウェアとが個別のプログラムを通じて不可分の関係にあり,DBMSの構

築および運用にあたっては,具体的な個々のハー ドウェアとソフトウェアの影

響を強く受けるというⅩXvll)0

データ従属の問題とは,このような状況において発生するもので,データベー

スにおけるデータ構造が具体的なDBMSの技術的な制約を受けることによっ

て,環境の変化に対応するための保守や拡張が困難になり,結果的に情報シス

テムの寿命が短くなってしまうことをいうⅩⅩviii)｡

また,CODASYL型DBMSでは,データを抽出 ･加工するために用いるデー

タ操作言語も,個々のデータベース ･システムごとに定義することになる｡情

報システムのそれぞれの利用者がこのような言語を習得することは非常に困難

であるため,結果としで情報システムが十分に活用できなくなる問題が生じる

というxxix)｡

xxvl)EverestandWeber1977,pp.341-342.
x‡vLi)EverestandWeber1977,pp.3441345.
xE前 EverestandWeber1977,pp.344-345.
xxix)EverestandWeber1977,pp.345-346.
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(4) 関係型データベース ･システムによる会計情報システム

EverestandWeberは,彼らが支持する関係型 DBMSでは,データ構造は

ハードウェアとソフトウェアの特性から独立して定義することが可能で,また

データ操作のための汎用的な言語も準備されていると論じたⅩⅩⅩ)｡そのため,

これまで指摘 したような問題は,関係型 DBMS技術に基づく会計情報システ

ムにおいては飛躍的に緩和されることになると主張したのである｡

これらのことを示したうえで,EverestandWeberは,関係型 DBMSにお

いて会計情報システムを実現するための基礎となる論理モデルを例示したので

ある｡ここで,彼らは,伝統的な会計の枠組を肯定的に受入れる立場をとって

いた｡実際,彼らが提示した論理モデルにおいても,伝統的な会計システムを

実現することが強調されていたⅩⅩⅩi)｡

4-2 関係型データベース ･システム技術の会計情報システム研究における

意義

以上のように,EverestandWeberの議論の焦点は,会計そのものよりも

むしろデータベース ･システムの基盤となる技術にあったといえる｡なかでも,

CODASYL型 DBMS技術に基づ く会計情報システムに対し,関係型 DBMS

技術に基づく会計情報システムの優位性を明らかにすることこそが,彼らの議

論における主たる目的であったといえよう｡

会計情報システム研究への貢献という観点でみた場合,EverestandWeber

の研究は,CODASYL型 DBMSに基づく研究と同じく,会計情報システムに

おけるデータ構造とその操作を,実装が保証された論理モデルによって提示し

たことである｡異なるのは,EverestandWeberが用いた論理モデルの記法が,

複雑なプログラミング言語が提供するインタフェースによるものから,より扱

うのが容易な標準的なデータ操作言語に変わったという点であろう｡

‡‡‡)EverestandWeber1977,pp.348-349.
mi)EverestandWeber1977,p.350.
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5.まとめと今後の展望

以上,本稿では,データベース ･システムの生成と展開を整理し,その上で,

データベース ･システム技術に対応して行われた会計情報システム研究につい

て検討を行った｡

データベースの概念は,長い間実際のシステムや技術とは乗離して展開して

きた｡データベース概念が具体的な技術と統合されるのは,1971年,CODASYL

のDBTGによってDBMS概念が提唱されてからである｡したがって,DBMS

登場以前の会計情報システム研究については,その前提となっている技術がど

のようなものであるのかについて個々に明確にする必要があるであろう｡

DBMSに対応して行われた会計情報システム研究は,基本的に,ハー ドウェ

アとソフトウェアの技術的な詳細さを,会計情報システムにおけるデータのあ

り方の議論から分離させた｡DBMSのフレームワークを活用することで,捕

象的な論理モデルだけで,会計情報システムにおけるデータ構造とその操作の

議論をすることが可能になったのである｡

このようにして具体的なDBMSを背景にして論理モデルで検討された会計

情報システムは,いずれも伝統的な会計システムにおける取引データを保持す

るという点では共通していた｡つまり,複式簿記の仕組みにおいて記録される

取引データは,そのまま維持されているのである｡

DBMS技術の導入によって変化した部分は,情報提供の局面におけるデー

タの処理方法についてであった｡DBMSの特性を活用することによって,刺

用者の情報要求に応じて保持している取引データを加工して,柔軟な情報提供

を可能にしたのである｡これは,会計情報システムの機能の拡張ではあったが,

記録されるデータと提供される情報という観点からすると,会計のあり方を本

質的に変化させるものではなかった｡

会計情報システムにおけるデータ処理機構を,複式簿記からデータベース ･

システムへ移行することは大きな変化であった｡しかし,このデータ処理機構

の仕組みの変化それ自体は,会計のあり方すなわち会計理論に対して本質的な
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影響を与えなかったのである｡

他方,この時代には,データベース ･システムの登場に対応して,会計のあ

り方を変えようとする研究も行われていた｡これらの研究の展開と意義につい

ては稿を改めて議論したい｡
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北海道の貯蓄投資バランスに関する考察

神 崎 稔 章

概 要

本稿は1980年代後半から2006年に至る長期データを用いた貯蓄投資バランス

の観点から北海道経済を傭轍し直面する課題について考察した｡考察の結果,

北海道経済は,①全ての時期について一般政府の大幅な投資超過と域際収支赤

辛,民間部門の貯蓄超過であり,官依存下にあること,②ただし2000年代以降

の新たな傾向として一般政府の投資超過縮小傾向の下で財政移転が資本移転か

ら社会保障給付を主体とした経常移転に変容してきたこと,が明らかとなった｡

今後北海道がこのようなマネーフロー構造に依存することなく経済成長を確保

するには,民間部門の貯蓄を活用した投資拡大や移輸出型の産業振興等に向け

た経済経営が課題となろう｡

は じ め に

19世紀半ば北海道において政府の開拓が始まり今年で140年を迎える｡北海

道開拓史の設置 (1869年),続く北海道庁の設置 (1886年)以降,北海道は日

本経済の一部として組み込まれてきた｡第1期北海道拓殖計画 (1910年)に始

まり,北方農業を確立させた第二次北海道計画,戦後には,北海道開発法 (1950

午),北海道第1次5カ年計画 (1952年),そして,高度経済成長期の第2期お

よび第3期北海道開発計画へと至る1)0

高度経済成長期の国土政策は公共投資主導型の開発計画であり,当然ながら
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